様式第７号（第14条関係）

平成＊＊年＊＊月＊＊日

公益財団法人　東京都中小企業振興公社

　　　　　理　　事　　長　　　殿

〒　　　　－　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地
名　　　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　 実印

　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号　　　　　　　　　　　　　　
平成２８年度先進的防災技術実用化支援事業　実績報告書

平成２８年１０月１２日付２８東中企助第１１８０号をもって交付決定の通知があった助成事業が完了したので、下記のとおり報告いたします。

記

１　申請テーマ　〔　○○○○装置の実用化　〕

２　対象フェーズ　〔○〕改良・実用化フェーズ　〔　〕普及促進フェーズ
３　助成事業実施期間　　平成＊＊年＊＊月＊＊日 ～平成＊＊年＊＊月＊＊日

４　助成事業実施内容及び成果・・・・・・・・・・（付表１）

５　助成対象資産表・・・・・・・・・・・・・・・（付表２）

６　提出書類　　　 ア．助成事業の実施に係る見積書、契約書、注文書・注文請書、納品書、

検収書、請求書、振込控、領収書等

　　　　　　　　 　イ．直接人件費関係書類（作業日報の原本、出勤簿の写し等）

ウ．助成事業の成果を明らかにする以下の書類
　　　　　　　　　　　 ①写真　②図面　③資料　④報告書等

様式第７号（第１４条関係）
（付表1）

助　成　事　業　実　施　内　容　及　び　成　果

	１　助成事業実施内容及び成果

※申請書記載の達成目標の進捗について記載してください。

（１）事業実施内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）事業の経過（日程を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）事業の成果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




様式第７号（付表1）
	（４）助成事業の産業財産権等の出願
①出願した（特許権、実用新案権等の種別及びその状況）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　②出願をする予定　　　　時期は　　　年　　月頃

　③今後とも出願する予定はない。

　（理由）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（５）成果に対する企業化の見通し又は今後の展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




